平成24年度子育てにやさしい環境づくり推進協議会
日時:平成25年２月13日（水）　　　　　

13:30～15:40
場所:ホテルニューカリーナ２Ｆマーブル
　１　開　会

〇宮野少子化担当課長　それでは、おおむね時間となりましたので、これから始めさせていただきます。１名の委員様ですけれども、今日、少し遅れるということでご連絡がありましたので、間もなく到着するかと思いますので、始めさせていただきたいと思います。
　本日は大変お足元の悪い中、お忙しい中、皆様にお集まりいただきまして大変ありがとうございます。ただいまから平成24年度子育てにやさしい環境づくり推進協議会を開会いたします。私は、少子化担当課長の宮野と申します。本日の進行役を務めさせていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。

　なお、本日の会議ですけれども、公開ということになっておりますので、前もって皆様にお知らせいたします。
２　あいさつ

〇宮野少子化担当課長　それでは、開会に当たりまして、小田島保健福祉部長からご挨拶を申し上げます。

〇小田島保健福祉部長　保健福祉部長の小田島でございます。本日はお忙しいところ、子育てにやさしい環境づくり推進協議会にご出席をいただきまして、誠にありがとうございます。また、日頃から本県の子育て支援施策の推進にご理解、ご協力をいただきまして、誠にありがとうございます。
　さて、東日本大震災津波から間もなく２年が経過しようとしてございます。被災地の子どもや家庭を取り巻く環境は、依然として厳しいものがございます。県といたしましては、被災した保育所など児童福祉施設の復旧・復興、中長期的視点に立った子どものこころのケアの推進などを重点課題と位置づけまして、全力で今、取組を進めているところでございます。
　一方、急速に少子化社会が進行する中で、全ての子どもに良質な生育環境を保障し、子ども・子育て家庭を社会全体で支援することが求められている状況にございます。国におきましては、昨年８月に子ども・子育て関連３法が公布されたところでございますが、施行の時期につきましては実際の消費税率の引き上げ時期を踏まえて検討するということとされておりまして、早ければ平成27年度から本格施行される予定となっております。

　この制度でありますが、質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供、保育の量的拡大・確保、地域の子ども・子育て支援の充実を目指すこととしており、認定こども園制度の改善や、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付制度の創設、地域子育て支援拠点事業や一時預かり等の法定化など地域の子ども・子育て支援の充実が主なポイントとなってございます。また、制度の実施主体は市町村といたしまして、国・都道府県等が制度の実施を重層的に支える一元的な制度を構築することとされているところでございます。
　このように、子ども・子育て支援を取り巻く環境は変化してきておりますが、県といたしましては、今後、示されます新しい子ども・子育て支援制度の詳細を市町村等に周知するとともに、市町村や関係団体等と連携を図りながら円滑に施行できるよう取り組んでまいりたいと考えております。
　また、保育所整備の促進や延長保育等の拡充など子育て家庭への支援、児童虐待防止対策のための体制強化、子どもの健全育成支援など、いわて子どもプランに基づく子育て支援施策の充実に努めていくこととしております。
　本日は、いわて子どもプランにおける主な指標の状況、プラン関係事業、東日本大震災津波に係る子ども支援の取組状況、そして子ども・子育て新制度の概要などについてご説明をさせていただくこととしておりますので、委員の皆様には忌憚のないご意見を賜りますようにお願いを申し上げまして、開会の挨拶にかえさせていただきます。本日はよろしくお願いいたします。
　３　委員紹介

〇宮野少子化担当課長　それでは、次第の３番の委員紹介でございますけれども、今回委員の所属機関における役職交代ですとか、そういったことによりまして新たに４名の方に委嘱をいたしたところでございます。今回お代わりになった委員の方のみですけれども、ご紹介させていただきたいと思います。名簿の順に従ってご紹介させていただきたいと思います。
　岩手県社会福祉協議会児童館部会副部会長の青柳委員でございます。

　岩手県児童養護施設協議会副会長の佐々木委員でございます。
　遠野市の子育て総合支援課長の菊池委員につきましては、ただいま若干遅れております。
　それから、岩手県中学校長会常任理事の佐藤委員でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
　続きまして、県側の出席者をご紹介いたします。本協議会の事務局ですけれども、裏面のほうに名簿を載せていただいております。
　先ほどご挨拶を申し上げた小田島保健福祉部長でございます。
〇小田島保健福祉部長　よろしくお願いします。

〇宮野少子化担当課長　このほか、この名簿のとおりでございまして、県庁内に設置しております子育てにやさしい環境づくり対策推進会議の幹事が出席しております。お手元の名簿で紹介のほうは省略させていただきたいと思います。
　４　議　事

　　（１）いわて子どもプランの推進状況について

　　　①　子どもと家庭をめぐる状況・主な指標の状況
　　　②　平成24年度関連事業の実施状況

　　　③　平成25年度関連事業の措置状況

〇宮野少子化担当課長　この後の議事につきましては、協議会の設置要綱の規定によりまして、会長が議長を務めるということになっておりますので、以下の進行につきましては細江会長にお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。
〇細江会長　ありがとうございます。皆様、余り天気がよくなく、でもようやく暖かくなるような雰囲気のこの頃でありますが、大勢お集まりいただきましてありがとうございます。
　今、部長からもご挨拶がありましたが、後で出てくる、大分政治情勢が変わってきまして、子育ての３法というのができ上がって、いつのことか、その間にいろんなことが起きると困るのですけれども、ようやく子育て問題についてめどが立ってきたような気がします。
　そういう中、我々の子どもプランというものをチェックしていくというか、推進していくというための会であります。県内のいろんな団体の方にご参加いただいておりますので、新しい子育て支援がうまくいくように適宜、大いに議論をしてお話を進めていきたいと思います。今、お話ありましたように、県庁内に置かれている各部局の皆さんにもご出席いただいておりますので、そういう方のご意見を伺うこともできるし、また皆様なかなか会う機会がそんなにしょっちゅうありませんので、ぜひお気づきの点はお話しをいただいて、実りある会になればと思っております。私は、前からご参加の方はご承知と思いますが、かなり自由に勝手にしゃべってもらうことを期待しておりますので、よろしくお願いいたします。
　それでは、次第に従いまして議事に入らせていただきます。今日は議事といたしましては、今、事務局のほうからお話がありましたが、いわて子どもプランが進んでいるわけであります。その状況について、それから24年度どんなことをやってきているのか、あるいはさらに25年度はどんなことをやっていくのかということについて総括的にご説明をいただくわけであります。これが議事でありますが、その他本県にとって大変な東日本大震災に関する問題に関してのご説明等ありますので、それはその他のほうであります。
　それでは、議事のほう３つ、目次にあります３つ、一括して説明をして、あと自由に討論をしたいと思っておりますので、よろしくお願いします。
〇菅野児童家庭課総括課長　児童家庭課の菅野と申します。どうぞよろしくお願いいたします。それでは、私からいわて子どもプランの進捗状況につきましてご説明をさせていただきます。
〇細江会長　マイクありますから、座って。

〇菅野児童家庭課総括課長　それでは、恐縮でございますが、座らせていただきましてご説明をいたします。

　いわて子どもプランの進捗状況についてご説明、ご報告をするわけでございますが、県におきましては平成21年度にいわて県民計画を策定しております。その計画におきまして、家庭や子育てに夢を持ち、安心して子どもを生み育てられる環境の整備を政策推進の基本方向として定めております。また、そのアクションプランにおきましては、結婚や子育てに夢を持てる環境の整備、仕事と子育ての両立支援の充実、多様な地域子育て支援活動の充実等に取り組むこととしております。そのために、平成22年度から26年度までを計画期間といたしますいわて子どもプランを策定したところでありまして、子育てにやさしい環境づくりや子どもの健全育成等を総合的、計画的に推進することとしております。そのいわて子どもプランの進捗状況についてご説明をいたします。
　まず、資料１の１ページをお開きいただきたいと思います。最近の子どもと家庭をめぐる状況につきまして若干ご説明をさせていただきます。まず、少子化の状況についてでございますが、出生数は減少をしておりますが、合計特殊出生率につきましては1.41と、前年より0.02ポイント増加をいたしました。
　次に、結婚の状況でございますが、平成23年の平均初婚年齢、それから25歳から44歳までの各年齢層の未婚率、これらも上昇をしております。
　次に、子育て家庭の状況でございますが、県内における世帯数は年々増加をしている一方、世帯当たりの人員は24年10月で2.55人と減少傾向にあります。いわゆる核家族化の進行によりまして、親以外の家族から支援を受けることが難しいといったような状況がうかがわれるところです。また、働く女性の割合は年々増加をしておりまして、平成22年で44.8％となっており、多様な保育ニーズの対策が求められております。また、ひとり親家庭の状況につきましては、平成20年と若干古い数字でございますが、１万3,409世帯と増加をしております。こうした世帯の自立支援が必要となっております。
　次に、子どもの状況でございますが、児童虐待に関する相談につきましては、23年度におきまして392件と、前年を31件上回っておりまして、年々増加をしております。このため、関係機関との緊密な連携によります相談支援体制の充実が必要となっております。
　また、震災関連でございますが、被災孤児は94人、遺児は481人ということでございまして、こうした子どもたちの健全育成のため長期的な支援が必要となっております。また、被災した児童福祉施設は保育所など59施設となっておりまして、復旧のための支援が必要な施設は24施設になっております。
　そして、国の動向でございますが、昨年８月にいわゆる子ども・子育て関連３法が国会におきまして可決・成立し、公布をされました。質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供、また保育の量的拡大・確保、地域の子ども・子育て支援の充実ということを目指すこととされております。

　以上のような状況を踏まえまして、県におきましては男女がともに家庭や子育てに夢を持ち、次代を担う子どもたちが健やかに育つ環境づくりを目指しまして、若者が家庭や子育てに夢を持てる環境の整備、子育て家庭の支援、子どもの健全育成の支援の３つを基本方向に定めまして、施策を推進しているところでございます。
　次に、課題についてでございますが、幾つか課題として掲げてございます。まず、地域や企業における子育て家庭を支援する機運の醸成の促進、そして周産期医療におきます医療機関の機能分担や連携体制の強化、さらには妊婦の健康管理の充実や妊娠初期からの妊産婦メンタルヘルスケアの充実を図る必要があるというふうに考えております。
　ページをめくっていただきまして、保育所の利用を希望しながら入所できない児童が一部市町村におきまして増加傾向にございます。いわゆる待機児童と言われているわけでございますが、その解消が求められております。また、共働き世帯の増加等に伴いまして、多様な保育サービスの充実、さらには放課後児童の居場所の確保・拡充を図るという必要がございます。
　さらには、離婚や震災に伴いましてひとり親家庭が増えていることから、自立支援が必要となっております。
　そして、児童虐待防止のための体制強化、さらには東日本大震災津波によります孤児、遺児の健全な育成支援と中長期にわたる心のケアに取り組む必要があります。以上が現状におけます課題として捉えているものでございます。

　そうした課題を踏まえまして、今後の方向といたしまして、そこに６項目を掲げてございます。１つは、子育て家庭を支援する地域づくりの促進のため、いわて子育て応援の店の協賛店の拡充、さらには子育て情報を総合的に提供するために子育て応援ポータルサイト、いわて子育てｉらんどというふうに称しておりますが、それによります情報発信の充実、そして周産期母子医療センターと診療所の連携体制の強化、周産期医療情報ネットワークシステムの市町村加入の促進、さらには妊産婦のメンタルヘルスケアの対策の取組を促進してまいります。
　そして、多様な保育ニーズに対応するために、保育所整備によりますサービスの充実や放課後児童クラブの対策の取組を支援をするということによりまして、子育ての支援体制の充実を図ることとしております。
　また、ひとり親家庭の自立を促進するために、母子家庭など自立支援プログラムの策定、さらには高等技能訓練促進費の給付等により支援をすることとしております。
　また、虐待の防止、あるいは早期発見・対応に向けました普及啓発や研修の実施、さらには児童関係機関の連携によります相談体制のさらなる充実に取り組むこととしております。
　そして、被災孤児・遺児に対しましては、各種支援制度を周知いたしますとともに、児童相談所等によります訪問支援を継続して行うほか、子どものこころのケアセンターの体制強化を図り、子どものこころのケアに取り組むこととしております。
　子ども、子育てをめぐります状況につきましては、以上説明したとおりでございますが、次に３ページをご覧いただきたいと思います。３ページは、先ほどお話をいたしましたいわて子どもプランの主な指標に基づきます取組状況についての評価ということでございます。
　いわて子どもプランにおきまして目指す姿は、子育てや家庭に夢を持ち、安心して子どもを生み育てられる環境の整備ということを定めておりますが、その指標といたしまして３つ掲げてございます。合計特殊出生率、それから放課後児童クラブの設置数、いわて子育て応援の店の協賛店舗数というものでございます。現状値、目標値、実績値というふうにございますが、23年度におきましては指標に掲げられました３つの項目につきましては、それぞれ実績値におきまして目標を上回る状況となっております。
　それから、その下の具体的な推進方策というところでは、それぞれこれも項目によりまして指標として位置づけてございますが、４番から12番までということでございますが、５番の両親学級への父親の参加者数、それから７番の妊婦健康診査を８回以上受診した妊婦の割合、これらにつきましてはそれぞれ震災等の影響によりまして、参加者の減少ですとか、あるいは受診を控えられたというようなことから実績としては目標値を下回っておりますが、ほかの指標につきましてはそれぞれ目標を上回る実績というふうになっております。
　それから、13番から27番の項目につきましては、各関連部局におきますそれぞれの項目に応じて指標を定めているところでございます。この中におきまして、やはり目標値に対しまして実績値を下回っている項目が幾つかございます。18番、それから19番、そして22番、25番、26番というような項目のところで実績値が下回ってございます。これらにつきましては、いずれも震災の影響等によりまして開催を見送った、あるいはその調査ができなかったというふうなことで実績が下回ったということでございます。それ以外の項目につきましては、記載のとおり目標を上回る状況となっております。
　それから、続きまして４ページでございますが、これは先ほど子どもと家庭をめぐる状況につきましてご説明をいたしましたが、その基礎データと申しますか、人口の推移ですとか、あるいは出生数、合計特殊出生率等の状況、さらには少子化の原因と背景として考えられる晩婚化、未婚化の進展ということを裏づけます平均初婚年齢の推移ですとか未婚率の推移、さらにはそれぞれの理由ですとかを表にまとめたものでございます。ご覧いただけますように、先ほど説明したような状況がうかがえるのかなというふうに考えております。後ほど詳しくご覧いただければというふうに考えてございます。
　続きまして、５ページをお開きいただきたいと思います。資料２のいわて子どもプラン関連事業の状況についてご説明をいたします。24年度の関連事業の実施状況ということでございます。主だった事業につきまして簡単にご説明をさせていただきます。
　まず、６番でございますが、子育て応援推進事業費ということで、これは当課が所管しておりますが、子育て応援の店の協賛店舗の拡大、そしていわて子育てにやさしい企業の認証表彰などを実施しているものでございます。
　続きまして、６ページをお開きいただきたいと思います。項目の番号の16番でございますが、児童生徒健全育成推進費ということで、こちらは教育委員会の学校教育室が所管しておりますが、いじめの問題に悩む児童生徒及び保護者のための24時間の電話相談を実施しているものでございます。
　続きまして、項目の20番でございますが、特定不妊治療費助成事業ということで、不妊治療を受けているご夫婦に対しまして、自己負担額の一部を助成いたしまして経済的な軽減を図っているという事業でございます。

　それから、ちょっと下にまいりまして、25番でございますが、療育センター整備事業費、これは後ほど整備事業の概要について詳しくお話をいたしますが、県立療育センターの改築整備に向けて基本計画の策定、基本設計、実施設計等に取り組むということで進めているものでございます。
　それから、続きまして７ページのところをご覧いただきたいと思います。27番でございますが、子育て支援対策臨時特例事業費ということで、保育所の整備の促進、それから児童手当のシステム改修等への経費の助成を行っているものでございます。
　その下、28番でございますが、保育対策等促進事業費ということで、保育所におきます延長保育、休日保育、さらには病児、病後児保育などの保育サービスの充実を支援しているものでございます。
　それから、30番でございますが、認定こども園の整備事業費補助ということで、幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園の施設整備に要する経費の一部の補助をしているものでございます。
　続きまして、８ページ、恐れ入りますが、お開きいただきたいと思います。項目の42番でございますが、地域子育て活動推進事業費ということで、放課後児童クラブの運営を支援するとともに、職員の資質向上のための研修などを行っているものでございます。
　それから、46番でございますが、児童虐待防止対策強化事業費、それから同じく47番の児童養育支援ネットワーク事業費、これらにつきましては児童虐待防止のための児童相談所、あるいは市町村職員の資質の向上のための研修ですとか、対応力の向上のための体制強化などを図るための費用でございますし、47番につきましては児童虐待防止推進月間を中心といたしましたオレンジリボンキャンペーンなどの実施に係る費用等の事業ということでございます。
　以上が24年度におきます主要な事業の実施状況ということでございます。
　それから、続きまして資料３、11ページをご覧いただきたいと思います。25年度の主要事業ということでございますが、24年度におきます主要事業を継続いたしまして実施することとしております。さらに、一部新規等で取り組む事業につきましてご紹介をいたしたいと思います。
　11ページのところで、項目の16番でございますが、指導運営費ということで、通学路の安全推進事業ということで、こちらは教育委員会の所管でございますが、通学路の安全を確保するために安全対策アドバイザーを市町村に派遣すると、そういうことなどによりまして通学路の安全点検や安全対策の検討を行うというものでございます。
　それから、続きまして12ページでございますが、項目18番でございますが、児童生徒健全育成推進事業費、こちらも新規でございます。いじめ問題対策協議会の開催によりまして、いじめ問題の根絶に向けた総合的な取組を実施するというものでございます。
　それから、先ほどもちょっと触れましたけれども、25番のところで療育センターの整備事業費というものがございます。県立療育センターの整備ということで、移転改築整備に向けた取組を推進するということでございますが、こちらにつきましては別添資料ということでＡ３の資料を配付してございますので、そちらをご覧いただきたいと思います。岩手県立療育センター整備基本計画の概要という資料を配付しておりますが、こちらをご覧いただきたいと思います。
　まず、整備機能の基本的な考え方ということで、障がい児の支援部門、それから障がい者の支援部門と、大きく２つの部門において整備をすることとしております。障がい児支援部門におきましては、岩手医科大学との連携によります高度小児医療供給体制の構築、さらには災害時におきます関係機関との連携によります支援体制の構築、さらには県内の中核となって地域活動を支援する体制の確保、さらには医療、福祉、教育が連携した障がい児療育支援エリアの形成という基本的な考え方に基づくものでございます。
　また、２のところでございますが、主な機能といたしまして、障がい児部門におきましては入所部門に重症心身障がい児対応病床を20人新設をいたします。さらに、一般病床といたしまして定員10人を新設をすると。
　それから、診療部門におきましては、これまで６診療科だったものを新たに耳鼻咽喉科、眼科、リハビリテーション科を新設いたしまして、９つの診療科といたします。
　それから、３つ目の施設の規模でございますが、想定する面積を１万1,800平米と見込んでおります。それぞれの部門におきます面積、あるいはその施設の概要につきましては表に記載のとおりでございます。
　それから、４の施設整備地でございますが、整備地選定の主な考え方にありますように、高度な小児医療の提供体制の構築に適する場所、さらには医師等の診療応援を容易に受けられやすい場所ということで、整備地といたしまして岩手医科大学附属病院の移転敷地に療育センターと県立盛岡となん支援学校を一体的に整備をするという計画でございます。場所につきましては、矢巾町の岩手医科大学の移転敷地内ということでございます。
　最後に、整備スケジュールでございますが、基本計画策定後、基本設計、実施設計に着手いたしまして、28年度の竣工を目指すという計画になっております。
　以上、療育センターの整備基本計画の概要につきましてご説明を終わります。
　もとの資料に戻っていただきまして、等々、25年度におきましては、先ほど申し上げました新規事業などを含みまして、24年度におきます事業などを継続して取り組むということで計画をしているところでございます。
　以上、簡単でございますが、24、25年度の関連事業の実施状況、また措置状況につきまして説明を終了いたします。よろしくお願いいたします。
〇細江会長　どうもありがとうございました。いろいろ資料がありますので、関連の部門、あるいはそうでないところでもいいですけれども、気のついたところをお願いしたいのですけれども、３つ一括して、ご質問等お受けしたいと思いますので。最初のところは、このプランの進捗状況あるいは現状、それから進捗状況、計画等の数値を見せていただきました。それから、今年度の主要計画の状況と、特に25年度の予算も昨日出たやつだと思うのですけれども、予算が出たものをもとにして、さらに細かい計画等をお話をいただきました。それぞれ気になるところ、関係しているところはあるかと思いますので、３つ、プランの進捗状況、それから本年度の事業、来年度の事業計画を通して、どこからでもいいですので、早目に言わないとあっという間に時間が。
　はい、どうぞ。お願いします。

〇加賀谷委員　加賀谷です。よろしくお願いいたします。４ページの資料について幾つかお尋ねをしたいのですが、少子化という理由のところでこのデータをお出しになっているのですけれども、幾つかこの資料の使い方にちょっと疑問があるといいますか、なぜこれを持ってきたのかなというところがあります。
　まず、４ページの真ん中にちょうど未婚（結婚しない）の理由ということであるのですが、これ出典元のほうの調査では結婚しない理由と結婚できない理由ということで、その原因を内因的なものと外因的なものに分けて表になっているのですが、それで見ますと適当な相手にめぐり会わないというのはできない理由のほうに含まれています。それから、結婚資金が足りないというのもできない理由のほうに入っています。必要性を感じないとか、自由や気軽さというところは、本人がその気持ちであるので、ここを何とかするのは非常に難しいと思うのですが、めぐり会えないとか、資金が足りないというところは、恐らく経済的な理由、職についているかどうか、その職が例えば常勤ではなくて非正規だったりというさまざまな背景があると思うのですが、そういうところをひっくるめて結婚しない理由に含めてしまうのはどうかなということを感じました。
　それから、その隣の（２）のほうですが、ここは晩婚化の理由のところに女性の高学歴だけをぽんと持ってきているのですが、では少子化を防ぐには女性は学問を身につけてはいけないのですかといううがった見方をしたくなるような出し方で、これをここに持ってきた理由というか、考察が下のところに何も記されていないのです。ほかのところは、さまざまこういう事情でこうなったと推察されるということが書いてあるのですが、それもなしに、高学歴化、進学率が上がっているというのは事実ですので、そのとおりなのですけれども、それをここに持ってきて晩婚化、少子化の理由にされるのかなというところがちょっと疑問に感じました。
　それから、同じくその下の子育てに対する負担の増大のところですけれども、これも同じく出生動向基本調査のところで、対象は既婚の配偶者がいる女性に限った調査なのです。だから、女性の視点から見ただけの調査であるということをまずどこかに記しておく必要があるかなと思うところと、あとこれも年代によってその理由に大きく差があるのです。例えば若い世代、20代の方々だとお金がかかるというのが理由になっていたりとか、あとは自分たちや夫婦の生活を楽しみたいからという理由が結構高い率になっているのですが、30代以降になると年齢とか健康の問題が上がってくる。それを平均にしてしまうと、若い世代も健康上の問題からと答えている率が多いのかなと紛れてしまうので、そこはやっぱり年代別にどのような答えをしているかなという、この年代別調査の意図を生かす表現の仕方のほうがよかったのではないかなと思います。
　そして、同じ調査の後ろのほうに、持ちたいなと思っている子どもの数が実現できないとしたら、どういう理由が考えられますかという調査が同じ調査の一番後ろのほうにあるのですが、持てない理由のほうがより課題がはっきりと出ているのです。例えば収入が不安定であるとか、夫の仕事の事情であるとか、家事、育児の協力者がいない、保育所など子どもの預け先がない、実際に今いる子どもに手がかかるとか、年齢や健康上の理由でという理由が記されていますので、子どもを持てない、持とうと思っているけれども、なかなか持てないという理由を持ってくるのであれば、資料はそちらのほうを使ったほうがよかったのではないかなと思います。
〇細江会長　以上でよろしいですか。それぞれご指摘の疑問はごもっともだと思われますので、わかる範囲というか、ご説明いただければと思います。どうぞ。
〇菅野児童家庭課総括課長　ご意見大変ありがとうございます。紙面といいますか、資料のスペースの関係などもございまして、主だったものを１枚に落とし込んだというふうなところもございます。今、委員のご指摘がございましたように、もう少し詳細な資料の分析とともに、また表し方などについてもご意見を踏まえて検討させていただきまして、さらにもう少し詳しく、あるいは皆様にご理解いただけるような資料の提供に努めてまいりたいというふうに思います。ありがとうございます。
〇細江会長　確かにしない、できないということは違うわけですから、高学歴のことだけ出すというのは趣旨がわからないというのもわかりますし、今、課長からもお話があったように、いろいろもう少し精査して提出したほうがいいということだそうですので、よろしくお願いします。
　ほかに、どしどしとお願いします。はい、どうぞ。
〇上野委員　いわて子育てネットの上野と申します。よろしくお願いいたします。お聞きしたいことが２点ございます。３ページのいわて子どもプランの主な指標の状況というところで、例えばですけれども、指標の３のいわて子育て応援の店の協賛店舗数というところが出ています。これ、指標として店舗数がどのぐらい増やされているかということが示されていると思うのですが、それではこの周知はどのぐらいされているか、また率を出すのは難しいと思うのですが、どれだけの親子が利用されているかというようなデータみたいなものは集計がされているのかどうかというところをお聞きしたいと思います。ただ、子育てネットでもアイーナのサポートセンターの運営に携わらせていただいておりまして、毎月の利用者等の数は出していますので、それぞれのところでは恐らくデータ化しているものがあるのではないかと思うのですが、県のほうで把握されているのかどうかということをお聞きしたいと思います。
　それから、ちょっと勉強不足なので、教えていただきたいのですが、同じページの指標名の９番、いわて子育てにやさしい企業ということなのですが、子育てにやさしい企業というのがどういうことをしているか、具体的にどういうことが子育てにやさしい企業なのか、ちょっとわかりませんので、そこのところを教えていただきたいと思います。
〇細江会長　最初のほうはどうでしょうか。いろんなところのデータあるわけですが、県のほうでこうだと。

〇宮野少子化担当課長　ご意見いろいろありがとうございます。まず、１つ目のことについてでございますけれども、周知につきましては実は振興局のほうに子育て支援員という非常勤の職員がおりまして、母子家庭の方の相談とか、そういった仕事と一緒にやっている局もあるのですが、局の子育て支援員の方と、それから企画サイドの商工のサイドの方と一緒に訪問したりすることもあるかと思いますけれども、店舗を訪問いたしまして、県でつくっているチラシをお持ちいたしまして、いかがですかということでお話しさせていただいております。それからあと、子育て応援ポータルサイト、いわて子育てｉらんどの中にも周知ということで掲載させていただいております。そういったことで、県内の小売店の大体１割ぐらいは加盟していただきたいなという目標のもとに、この指標を設定させていただいております。なかなかお子さんがいると外出しにくいですとか、外出したいのだけれども、どういうところがあるのかという情報の部分で、非常にこのポータルサイトを活用しながらお出かけしているお母さん方が大変多いというふうに伺っております。
　利用の状況につきましては、何人というところまでは全県での把握はしておりませんけれども、加盟していただいている店舗には年に１回アンケート調査をさせていただいております。その中で、加盟しての効果、お子さんを連れたお母さんとか来店していただけますかというような、あとどういう形で同じような事業を展開していけばいいかみたいな、そういったアンケートを実施して今後に生かしているということで取組をしているところでございます。
　それからあと、２つ目のいわて子育てにやさしい企業ということなのですけれども、これにつきましても県のホームページですとか、ちょっとＰＲもしているところなのですが、大まかに言うと中小企業ということで、常時300人以下の中小企業が対象になりますけれども、一般事業主行動計画というのは義務化されていまして、それをまず策定して岩手労働局に届け出ていると。101人以上はたしか義務化になっていたと思います。あとは、子育て支援の取組をしているですとか、あと育児休業などの就業規則、そういったものを労働協約にちゃんと盛り込んでいるですとか、そういったさまざまな条件ありまして、そういったところをクリアしているところが対象になるかと思います。あと、詳細につきましてはホームページなども後ほどご覧いただければと思います。

　以上です。

〇細江会長　確かに子育てにやさしい企業とここに載っておりますけれども、一応これには載っていたのですが、今、お話がありましたが、どうでしょうか。労働局の本間様、何かご説明をいただくととてもありがたいのですけれども。すみません、勝手に振って。お願いします。
〇本間委員　恐れ入ります。今の件に関しましては、お話のとおり今101人以上の企業が一般事業主行動計画の策定届け出の義務がございまして、その中で県の基準に適合された企業を認証されているという取組で、こういった企業の裾野が広がるような方向で進んでいけば、私どももくるみん認定ということで、男性の育児休業者などがいたというような条件をクリアした企業については税制の優遇制度なども設けておりますので、併せて子育てにやさしい企業の普及ということに連携しながら努めていきたいと思っているところでございます。
〇細江会長　すみません、突然で。ありがとうございます。

　ほかに、どうぞ。何でもいいですよ。よろしくお願いします。
〇青柳委員　青柳です。こどもケアセンター体制についてちょっとお聞きさせていただきたいと思います。

　岩手県全体図を見ますと、東日本大震災で被害甚大な市町村が久慈、宮古、釜石、気仙と、こどもケアセンターが図に載っているのですが、岩手県全体としたら県北、県南というのも構想の中にあってもいいのではないかなという、沿岸だけではなくて。沿岸だけにこどもケアセンターを設置するというのは、この大震災関係なのか、それとは全然関係なくて、このこどもケアセンターというのは県内のことを全部考えているのかという、そこら辺のところの視点の当て方はどうなっているかをお聞きしたいと思います。１点目。
　２点目です。岩手医大さんのほうに委託するということで、これはわかりますが、医大さんも大きな敷地で、行ってみるとだだっ広い中に、田園風景の中に建ってくるわけですが、利用する子どもさん、対象の子どもさんの保護者の負担というのはどの程度なのか。高額になるとなかなか行きにくいという部分があるのだろうと思いますが、どのくらいの保護者の負担を見込んでいらっしゃるのかどうかという、この２点をお聞きさせていただければありがたいです。
〇細江会長　ありがとうございます。まず、センターの設置の関係のこと。はい、どうぞ。よろしく。

〇菅野児童家庭課総括課長　それでは、私のほうから。子どものこころのケアの取組につきましては、後ほど資料を用いまして詳しくご説明する予定でおりましたけれども……

〇細江会長　いいですか、ここでやりますか。

〇菅野児童家庭課総括課長　ご質問ございましたので、今、簡単にご説明をさせていただきまして、その上でご質問等にお答えをしたいと。

〇細江会長　では、ちょっと私も後ろでやってくれるかなと思いましたけれども、せっかくですから。時間もあれですから。

〇菅野児童家庭課総括課長　それでは、Ａ３の別添資料をご覧いただきたいと思います。まず、現状といたしまして、宮古、釜石、気仙の３地区、３地域に子どものこころのケアセンターを設置をしております。県内外の児童精神科医の方などのご協力をいただきまして、週１日程度相談支援を行っているところでございます。

　利用児童の状況につきましては、その表にございますように、23年度は延べ287人、また24年度は12月までで308人という状況になっております。実人員で見てみますと、今年度若干下回るような状況でございますが、１人が利用する利用回数につきましては、若干増えているということでございます。

　それから、利用されている子どもさんの状況を年代別に見てみますと、その表にございますように、小学生が一番多いわけでございますが、ほとんどが中学生以下の子どもさんということでございます。さまざまな心身症状ですとか、あるいは震災に伴います行動面の課題ですとか、あるいはそういったことでの不登校ですとか、さまざまな症状、複数ご相談されている方が多いということでございます。利用経路につきましては、保護者、医療機関、学校などの順となっております。
　また、県医師会さんにおきましては高田診療所を設置しておりますけれども、昨年７月からその診療所におきまして週１回程度子どものこころのケアを実施しておりまして、延べ19人の子どもたちが受診をされているということでございます。
　２の課題のところでございますが、今、申し上げましたように、やはり子どもの心のケアについては中長期的な視点に立った取組が必要かなというふうに考えておりますし、現在なおも子どもたちが仮設住宅などで生活をしている関係で、今後さまざまな生活面あるいは環境面での変化などを考えますと、今後もケアが必要な子どもさんがいるのではないかというふうに考えております。
　一方で、沿岸におきましては専門の医師あるいは医療機関が少ない、それから現在ご協力をいただいております派遣でおいでいただいている先生方については、長期的な継続は難しいといったような課題がございます。

　そういったことを踏まえまして、新たに全県的な拠点となりますいわてこどもケアセンターを設置をいたしまして、医師会さんが運営しております診療所、あるいは地域の医師会、学校、そして民間団体の皆様などと連携を強化しながら取組を充実強化するということにしております。
　設置場所につきましては、岩手医科大学のほうで整備をされておりますマルチメディア教育研究棟の１階の一部分を、１階の部分をスペースにさせていただくと。そこには診察室や心理療法室など、必要な設備機能を設けるということでございます。
　竣工は、25年４月末ということに予定をしております。
　運営につきましては、岩手医科大学さんに運営委託をする予定といたしております。
　機能でございますが、拠点施設でありますいわてこどもケアセンターから地域のケアセンターに継続的に医師の派遣をいたします。そして、継続的にこころのケアを実施いたします。
　それから、内陸にもかなりの子どもさんが避難をされている、また内陸に在住している子どもさんについても震災ストレスを抱えている子どもさんが多数いるというふうな状況もございますので、そうした子どもたちにも必要なケアを提供したいと。
　それから、専門の児童精神科医の確保、育成ですとか、小児科の先生方、あるいは地域の子育て支援者の方々に対する研修などを通じました支援を行うというふうなことを考えているところでございます。
　ご質問にございました県北あるいは県南といったようなところの対応についてでございますが、今般の東日本大震災津波に伴います被災児童の支援ということで、主として沿岸を中心にこれまで取り組んできたところでございますが、先ほどお話をしたように、内陸にいる子どもたちについても必要なケアを提供していきたいということで考えております。
　ただ、一方県北、それから県南部につきましては、委員ご指摘のとおりなかなか身近にそういう機関がないというふうなことになろうかと思いますが、現状における医師の確保ですとか、あるいはさまざまな取組の中では、いわてこどもケアセンターを拠点として、今後ニーズ等を踏まえながらということになるかと思いますが、県北、それから県南といったあたりの対応につきましても可能なのかどうか、そのあたりは少し検討課題かなというふうに考えております。いずれ内陸に設置をいたしますので、少し時間はかかるかもわかりませんけれども、地域の小児科の先生方、あるいは中核病院などと連携などを取りまして、必要な子どもさんについては必要なケアが受けられるような仕組みを引き続き検討してまいりたいと思っております。
　それから、保護者の負担の関係でございますが、いわてこどもケアセンター、それから地域のケアセンターにつきましては、これから医療法に基づきます診療所として開設を予定をしております。したがいまして、お子さんが受診される場合には、いわゆる診療報酬の一部負担金をいただくことになるわけでございますが、これの負担につきましては当然保護者の方にご負担をおかけすることになるわけですけれども、子どもさんの心身の健康、あるいは健全な発達、成長のためにできるだけ支援をしてまいりたいということで考えておりまして、その辺の周知も図りながらご理解を求めていきたいというふうに考えているところでございます。
　なお、市町村等におきましては、就学児童等に対する助成なども行っておりますので、そういうふうなものと併せまして、利用についての一部負担等については周知と、それから理解について求めてまいりたいというふうに考えております。
　以上でございます。

〇細江会長　ありがとうございました。よろしいでしょうか、とりあえず。

〇青柳委員　もう一点、申しわけありません。

　この県立療育センターの整備基本計画は、意義とか、それからどうして沿岸のほうが必要なのかという意味がわかましたのですが、これは東北においては先進的な取組なのでしょうか、それとも後発のほうなのでしょうか、そこら辺ちょっと教えてください。
〇細江会長　よろしくお願いします。

〇菅野児童家庭課総括課長　こころのケアセンターでしょうか。

〇細江会長　どっち。

〇青柳委員　この療育センター。

〇細江会長　療育センターのほうです。どうですか、遅れているのか、先進的かということです。
〇菅野児童家庭課総括課長　療育センターの整備につきましては、先ほどご説明いたしましたように、医療との連携等を重視した整備計画を行っているところでございまして、さらにはその機能などにおいても非常に先進的な取組になるものだというふうに考えているところでございます。
〇青柳委員　わかりました。ぜひ早期に予算をつけて、びっちりと早目にでき上がっていただくことを期待したいなというふうに思います。ありがとうございます。

〇菅野児童家庭課総括課長　ありがとうございます。

〇細江会長　ほかにまだ議論があるかもしれませんが、まずちょっとここのところを片づけて、あとのものも続いてきているわけですけれども、議事ということになっていますが、ここで決めなければならぬことでもないようですので、今、進捗状況について、なるべくその目標値に近づけてもらいたいし、予算もきちんとやってもらいたいということがありますけれども、とりあえず議事の分はここで終わりまして、後ろの４つも非常によく似た話が次々と出てきますので、それをご説明していただいて、まとめてご質問いただいたほうがよろしいかと思います。
　はい、どうぞ。

〇吉田委員　すみません、急患が来るので、産婦人科としての要望だけちょっとお話しさせてください。
　今うちらでやっていることとして、少子化とかのことなのですけれども、今、生殖医療の進歩で、不妊症で悩まれている方々の妊娠率は向上していまして、大体今、全分娩の2.7％ぐらいが生殖医療での妊娠分娩になっています。ただ、年齢が上がっていくと妊娠しても流産率も上がって、分娩まで至らないケースも多いというのが今問題になっています。

　それで、自然に妊娠しやすい年齢に妊娠するには、仕事についている方々が仕事をしながら妊娠できる環境の整備、特に保育の面が少子化対策の重要なポイントだと産婦人科では考えています。岩手県産婦人科医会では、現在、妊娠初期から妊婦さんに深くかかわり、うつ、虐待に関連した事故を未然に防ぎ、子育て支援に役立てるために小児科、精神科、保健師、助産師、看護師さんの方々と協議会を持って、岩手県の独自の妊婦健診のマニュアルをつくり始めております。こういうことに関しては県行政との密なる連携も重要になりますので、ぜひこの事業のご支援をよろしくお願いいたしますということをちょっとよろしくお願いいたします。

〇細江会長　先生、お忙しいところですが、ちょっと今のことに何か対応できるような話ありますか、せっかくですから。連携しろということだから。
〇吉田委員　いろいろご協力していただいていますので、さらなる連携をよろしくお願いします。
〇宮野少子化担当課長　産婦人科医会の皆様には、本当に大変お世話になっております。さまざまな事業でもご一緒させていただいております。
　先ほどの先生のお話につきましては、当然伺っておりまして、そういったマニュアルができましたらば、周知のほうにつきましてはまたご相談させていただきながら有効に活用させていただきたいと思いますし、これがやっぱり子育て支援の大変大きな助けになるかなというふうに県でも考えておりますので、作成のほうはどうぞよろしくお願いいたします。
〇細江会長　ありがとうございました。

〇吉田委員　すみません、進行を妨げて。ありがとうございました。
〇細江会長　こちらこそ、どうもすみませんでした。
　５　その他

　　（１）東日本大震災津波に係る子ども支援の取組状況について

　　（２）「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例」の制定につ

　　　　　いて
　　（３）いわて子ども希望基金事業の見直しについて
　　（４）子ども・子育て新制度について

〇細江会長　それでは、あと１時間少々でありますので、１時間以内にその他のほうをなるべく簡潔にご説明をいただければと思います。
〇菅野児童家庭課総括課長　それでは、その他の１点目でございますが、東日本大震災津波に係る子どもの支援の取組状況についてということで、資料４、15ページをお開きいただきたいと思います。取組状況等につきまして、概要をご説明をいたします。
　まず、15ページの１のところでございますが、地域における障がい者等への支援というところで、被災地の発達障がい児の支援ということで、発達障がい沿岸センターを釜石市に４月から開設をして活動を行っております。活動実績については、個別支援などさまざまな相談支援に取り組んでいるところでございます。
　それから、（２）の障がい者の福祉施設の関係でございますが、被災した施設の修繕、移転整備等の支援を行っているところでございます。復旧済みの施設につきましては16カ所、うち沿岸につきましては３カ所ということになっております。
　それから、被災した施設の職員確保と被災失業者等の人材育成を支援ということで、23年度は15事業所、25人、24年度は26事業所、44人を雇用したということでございます。
　それから、その下でございますが、保育所・児童館等の復旧支援ということでございます。事業対象施設につきましては、復旧済みが27でございまして、事業対象施設44カ所のうち沿岸地域は24カ所でございますが、保育所が移転等の関係もあって検討中が１、また廃止予定の児童館１を除きまして、いずれも仮設施設等で再開を行っております。今後におきましても、早期の復旧を支援することとしております。

　それから、次の16ページでございますが、これは社会福祉施設の被災・復旧状況をそれぞれの施設ごとにまとめたものでございます。
　それから、２の要保護児童等への支援というところでございますが、被災孤児、遺児の関係ですが、孤児につきましては94人が確認をされておりまして、養育環境につきましては里親61人、親族等９人、離父母による引き取り13人、施設入所５人というふうなことになっております。
　それから、里親認定の関係でございますが、個人につきましては里親さんの認定を推進してきたところでございますが、昨年度におきましては９回里親の認定専門分科会を開催いたしまして、親族里親、養育里親、それぞれ15件、24件を認定をしたところでございます。また、里親支援といたしまして、県里親会に委託しまして毎月１回程度里親サロンなどを開催をしております。
　それから、遺児の関係でございますが、481人が確認をされております。沿岸の広域振興局に遺児家庭支援専門員を配置いたしまして、必要な制度の周知ですとか、あるいはニーズに応じました相談支援等に努めているところでございます。
　なお、この遺児家庭支援専門員につきましては、岩手県独自の配置ということで、ほかの県にはないというふうなことで、国あるいはほかの民間団体等からも評価をいただいているところでございます。
　次の17ページでございますが、先ほどお話をいたしました子どものこころのケアの関係でございます。なお、児童相談所におきます巡回相談も行っておりまして、保育所、幼稚園、あるいは学校等を巡回をして子どもさんの状況、様子などについて伺うということでございます。24年度は巡回する頻度を下げた関係で実績の値が少なくなっておりますけれども、今も継続して行っております。

　その下でございますが、いわての学び希望基金ということで、孤児、遺児を対象にいたしまして給付金を給付しているものでございます。月額１万円ということでございますが、来年度におきましては２万円に増額をするということで予算計上をさせていただいたところでございます。
　それから、３の学校施設の復旧支援ということでございますが、高田高校につきましては当面旧大船渡農業高校の校舎、そこを仮校舎として使用しているということでございます。９月15日に新校舎建築に向けた着工式が開催されたということで、本格的な造成工事等に着手をしたということでございます。
　それから、市町村立の学校におきましては、12校が仮設校舎を使用、また７校が他校を間借りしているといったような状況でございます。
　それから、４のところでございますが、教職員の加配を行っております。来年度以降につきましても引き続き加配を継続をするということでございます。
　それから、ちょっと下がりまして、７番のところでございますが、児童生徒の心のサポートということで、心とからだの健康観察を今年度も実施をしているということでございます。これは、さきに公表されておりますけれども、今なおやはりサポートが必要な子どもさんがいるというふうなことで、公表されたところでございます。
　それから、18ページでございますが、就学支援、教育の関係で、これも学び希望基金によります奨学金の給付ということで、23年度、24年度におきまして給付を決定しているということでございます。
　また、岩手育英奨学会を通じまして被災高校生を対象といたしました奨学金制度を創設しまして、186人の高校生に貸与をしているという状況でございます。
　以上が子ども支援の取組状況でございます。
　それから、資料５、19ページでございますが、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の概要ということでご説明をいたします。まず、条例制定の経緯ということでございますが、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律、いわゆる地域主権改革一括法という法律でございますが、それが制定をされまして、施設等の基準が条例に委任をされました。このため、全国一律に定められておりました社会福祉施設等の基準につきまして、地方公共団体が条例で定めることになったということでございます。したがいまして、児童福祉施設におきましても県が条例で定めるということでございます。
　それから、条例の概要でございますが、条例で基準を定めるに当たっての考え方といたしまして、厚生労働省令で定めます基準、そこにございます従うべき基準、それから標準とする基準、そして参酌すべき基準、この基準でもって定めることとされたところでございます。児童福祉施設の設備及び運営に関します基準につきましては、従うべき基準、それから参酌すべき基準、それぞれについて検討をしたところでございます。標準とする基準につきましては、該当がありませんでした。

　２の基準の概要でございますが、この条例を定めるに当たりまして、国が定めた基準ごとにサービス利用者の利便性の向上、それからサービス事業者の事業運営に与える影響、そして施設基準に係りますこれまでの県への意見等の３つの視点で検討をしたところでございます。

　検討した結果、従うべき基準につきましては、従来、厚生労働省令で定められておりました基準を事業者にとってより厳しくすることの設定は可能とされているわけですが、これまで適切に事業運営、サービス提供がなされているという実態を鑑みますと、独自基準を設けることは事業者に過大な負担を強いることになるということ、さらには参酌すべき基準につきましては、サービス利用者及び提供者のニーズ等に鑑み、これまでの基準を変更する必要性が認められないと、このような理由から国の基準を引き続き条例上の基準としたところでございます。
　なお、条例制定後におきましても、利用者の利便性の向上や事業者の事業に与える影響の視点などから適切なニーズ把握に努めて、本県として必要な基準の制定について所要の見直しを行っていくこととしております。
　それから、ちょっと飛びまして22ページをお開き願いたいと思いますが、この条例につきましては昨年の９月議会におきまして議決をされておりまして、25年４月から施行するという予定になっております。
　それから、ちょっと駆け足で申しわけございませんが、資料６のところでございます。いわて子ども希望基金助成金交付規程の運用基準の一部改正という資料でございますが、いわゆる出会いの場の創出というふうな事業展開を図るために、県ではいわて子ども希望基金を21年10月１日に創設を行ったところですが、その基金を活用いたしまして、子育て活動支援のほか未婚男女の出会いの場の創出のための助成事業を行っているものでございます。その運用基準の一部を改正したということでございまして、資料の右側のほうが改正後のところでございますが、出会い事業の実施を希望する場合は、研修会を受講するということに新たにしたところでございます。
　それから、助成金の金額を、これまで出会い事業、それから地域子育て応援事業とも50万円を上限としていたところですが、出会い応援事業の上限を30万円といたしたところでございます。これによりまして、多くの団体等に利用を図っていきたいということで改正をしたということでございます。
　それから、24、25ページにつきましては、その助成事業の募集要項等の資料でございます。

　それから、26ページにつきましては、先ほどご説明いたしました研修会について、今年度１月31日に開催した際の開催要領ということでございます。初めての開催ということでございますが、内容等から参加状況もよく、また参加された方々の評価もよかったというふうなことでご意見をいただいたところでございます。
　次に、資料７でございますが、27ページをお開きいただきたいと思います。子ども・子育て新制度の概要についてということでございますが、ご承知のとおり24年８月に国会におきまして子ども・子育て支援の新たな仕組みに関する３つの法律、いわゆる子ども・子育て関連３法が成立をしたところでございます。新制度におきましては、目指す方向といたしまして、そこに掲げておりますような質の高い幼児期の学校教育、それから保育の総合的な提供、そして保育の量的拡大・確保、さらには地域の子ども・子育て支援の充実ということを図ることとしております。
　３の新制度の主なポイントでございますが、まず１つは認定こども園制度の改善ということでございます。従来、幼稚園、保育所、それぞれの認可を受けなければならなかったわけですが、その点を改めまして、幼保連携型認定こども園として１つの認可を受けるだけでよいということになりました。これに伴って、指導監督も一本化される、また財政措置につきましても私学助成、あるいは保育所運営費が別々に支給されるという従来の状況が改められ、新たに設けられます施設型給付により給付が一本化されたということでございます。
　それから、丸の３つ目でございますが、地域の子ども・子育て支援の充実ということで、主に家庭におきます子育て支援の充実を図るということでもさまざまな充実が図られるということでございます。最近の核家族化、あるいは地域や近隣のつながりの希薄化などによりまして、地域におきます子育ての力が低下しているのではないかというふうに言われているわけですが、こうしたことから子育てを行っている親にかかる負担というのが非常に大きく、育児不安ですとか、あるいは育児の孤立化とか、ひいては虐待といったことも懸念されているところでございます。こうした状況を踏まえまして、子育て支援拠点をさらに整備をしていくこと、そして一時預かり事業の一層の普及などを図ることによりまして、地域の子ども・子育て支援を進めていくというふうなことになっております。
　あとは、いずれ実施主体が市町村ということで、今後、市町村におきましてはニーズ調査等を行って事業計画を策定し、その計画に基づきまして事業を実施をしていくということになっております。
　それから、制度を支える費用負担につきましては、消費税率の引き上げによります恒久財源の確保が前提となっておりまして、平成26年度は８％、それから27年度10％を踏まえて、早ければ27年４月の本格施行が予定されているところでございます。

　国におきましては、これまで所管が異なっておりました推進体制を内閣府に一本化して取組を進めていくということ、それから子ども・子育て会議を設置しまして、さまざまな方々の会議への参画、あるいは関与ができるような仕組みをつくって、ご議論をいただいて計画等の設計等にあたるということでございます。
　この子ども・子育て会議の設置、あるいは先ほどお話をいたしました事業計画等の策定につきましては、県におきましても求められているところでございまして、会議の設置あるいは事業計画の策定等につきまして、今後、準備を進めていくこととしております。

　28ページにつきましては、現行制度と新制度の改正点のイメージ、それから新制度施行までの主なスケジュールを掲げてございます。スケジュールのところでご覧をいただきたいのは、ちょっと下のほうからなのですが、先ほども触れましたように、国におきましてはもう準備室が設置をされております。県、市町村等についても、今後、一体的な組織の設置について検討を進めることとしております。それから、子ども・子育て会議につきましても、国におきましては25年４月に設置予定でございます。県、それから市町村につきましては、今後、会議の設置に向けて人選等を検討して、順次設置が進められるという状況でございます。
　それから、実施の時期等につきましては、先ほど触れましたように消費税率の引き上げなどを踏まえまして、27年の４月本格施行という予定でございます。
　ちょっと駆け足で申しわけございませんが、以上、その他につきましてご説明を終わります。よろしくお願いします。

〇細江会長　ありがとうございました。最初のところは大震災津波に関すること、後ろのほうは新制度について、途中子ども希望基金等々、あるいは法律改正で県で新たに条例をつくったというお話でありますが、前のほうの議題とも関連しても結構ですから、これからのことについてもご質問、ご意見あればお願いします。
　はい、どうぞ。

〇遠藤委員　テレビ岩手の遠藤と申しますが、ちょっとこれは質問というよりは要望といったほうがいいかもしれませんが、子どものこころのケアの取組というこの紙が出てきたときに、これは先ほど青柳委員からのご質問にもありましたけれども、岩手医大とのかかわりが一つあるのと、あと震災の中の一環として見れば非常に理解しやすいことなわけなのですけれども、これはこれで非常に意義があって大いに結構なことだと思うのですが、ここの来所された方たちの内容を見ますと、不登校、心身症状、発達障がいというふうに書かれておりまして、これは必ずしもお医者さんだけの問題ではなくて、例えば教育機関とか、あるいは岩手大学、岩手県立大学等にも専門家がいると思うことが１つ。

　それから、もう一つ、これは津波の被害でもこころにいろんな痛手を負った方たちに対するケアというのは非常に大切だと思うから、これはこれでいいと思うのですが、ただここに挙げられたようなこういった悩みというのは、何も沿岸部に限らず内陸部、都市部にも非常に多くいらっしゃると思います。そこで、特に先ほどご質問があったように県北とか、県南とか、あるいは奥羽山系沿いのほうも、いわば過疎地域と言われているところにはなかなか専門家の方も少ないと思うので、これは要望なのですけれども、そういったところの目配り、これとはまた別の視点でやっていただきたいということと、あとこれは岩手医科大学が恐らく被災地支援ということで立ち上げているこころのケアと連携していると思うのですが、それはそれで非常にいいと思うのですけれども、それとは別に岩手大学とか県立大学にもそういったマンパワー、あるいは教育界にもいらっしゃると思うので、そういった方たちの知恵とか技能、スキルを十分に活用してやっていっていただきたいなという、これは希望でございます。
　以上です。

〇細江会長　いかがでしょう。２点ばかり。まず地域のこと、先ほどもお話ありましたけれども、奥羽山系沿いとか、いろいろなことがあると思います。その問題と、いろんな関係の専門家、あるいは大学等の連携ということ、この２点をお願いします。
〇菅野児童家庭課総括課長　この子どものこころのケア、いずれ震災で被災したお子さん方のこころのケアは非常に長期的に取り組むことが大切だということで、今回こういう仕組みをつくったわけですが、この仕組みと併せて、ご要望ありましたようにやっぱり震災以外のお子さんのこころのケア、こういうことについて県としてネットワークをつくっていくなり、そのフォローをする体制についていろいろご意見を参考にしながら検討していきたいと思います。よろしくお願いいたします。

〇細江会長　よろしいですか、今のご要望ということであります。

　先生、どうぞ。

〇竹村委員　今の件ともちょっと関連するのですけれども、子ども・子育て関連３法についてのいろいろな実施というのは、27年度以降具体化してくるような話だというふうにお聞きしたのですけれども、それでよろしいかということと、昨年度、今年度の関連事業の予算について見ますと、今のお話のような形ではどうも組まれていないように思えるのですが、それはどうかというのは、６ページのところの23番の24年度、23年度の予算の差し引きというのはプラスになっているわけです。スクールカウンセラーの配置等についてプラスになっているわけです。それに対して、25年度について見ますと、12ページですね、マイナスなのです。24年度、25年度については三角印ついているわけです。そうすると、先ほどの沿岸の別の資料、こどもケアセンターの開設というようなことを考えたとき、これは非常に重要な取組だと思いますけれども、重点化という形で動いているということなのでしょうか。要は、個々のスクールカウンセラーの配置というのを縮小して、そして沿岸の拠点に子どもを集めていくというような発想というふうに考えられるのでしょうか。ちょっとそこら辺よくわからないので、ご説明願いたいのですけれども。
〇細江会長　どうですか。それから、３法が施行されてくる過程の話とこの予算のことと、その両面ですね。お願いします。

〇宮野少子化担当課長　まず、子ども・子育て新制度につきましては、先ほど消費税の上がる時期とマッチしているような形で、今のところ27年４月ということでご説明したかと思いますけれども、今後、準備に当たっては、25年度、26年度と２カ年あるわけなのですけれども、まず来年度どういうふうな形で実際準備が進むかというのは、法律は確かに公布にはなっているのですけれども、具体的にどのようにするかという細かい内容につきましては、国の子ども・子育て会議というのが25年４月に設置されるわけなのですが、その会議の中で内容を詰めていくというスケジュールになっております。それが大体来年度の前半ぐらいで、議論の中で結論が得られたものから政省令という形で、恐らくスケジュールどおりだとすると25年の後半ぐらいから出始めるということになろうかと思います。それと同時並行になるのかと思いますけれども、市町村ではニーズ調査が始まったり、あとは保育所関係の扱い、幼稚園の扱いとか、あとは実際に利用者さんがどのような形で保育のサービスなりを受けるかという仕組みもやはり若干変わるようなところがあります。この制度は、市町村がかなり準備に時間をとられるという、実施の責任者は市町村になりますので、具体的にはそういった市町村の対応が非常に26年度から加速されるというような、この２年間ではそういった準備をした上で、27年４月からスタートということに国のほうからは説明を受けております。
　県のほうの予算につきましては、25年度は具体的には国のほうの議論があって政省令が出てということになりますので、県のほうでも決めていくところは決めていくのですが、具体的にはこういった国の子ども・子育て会議に準じたような意見を聞く場というところで皆様から意見を伺わせていただいたりという作業が入ってくるのかなということで、この関連事業の中には、子ども・子育て会議の関係の準備事業ですよということでは、25年度は載っておりませんけれども、既定の予算の中で市町村さんなり、それから実際に保育サービスなり、幼稚園のサービスなり、子育て支援の事業を利用する県民の皆様に周知しながら進めていくことになろうかと思います。
〇細江会長　はい、どうぞ。

〇竹村委員　例えば認定こども園の整備ということからすると、23年度、24年度はゼロですよね。それに対して25年度は、12ページのところでしたか、30番、かなり多くなっていますよね。桁間違えるといけないのであれなのですけれども、ゼロに対して多くなっていっているわけですね。それだけではなくて、ここのところでは新制度はもちろん市町村が中心ということはわかりますけれども、県一本化ですよね、認定こども園という歩みとして読むことが、27年度に向けて読むことができると思うのです。それで、それと同じ中で、スクールカウンセラーについてはむしろマイナスになっていっているということですよね。そして、それのかわりにこどもケアセンターというような形での大きな取組が説明されたということは、このこどもケアセンターの体制というのは、センターをつくって重点化して、そこへ集めるというような方向性なのであって、それぞれの地域で、例えば各学校でそのケアをそこの中でやっていくというような、カウンセラーによってやっていくというようなことはある程度抑えて、重点化という方向なのかというご質問です。
〇細江会長　なかなか重要な問題ですので、ちょっとよろしく。

〇菅野児童家庭課総括課長　予算的には、確かにマイナスになっておりますけれども、ほぼ横ばいかなと。いわゆるケアセンターを設置して重点化するためにスクールカウンセラーに係る費用を減らしたということではございません。学校は学校でもって、スクールカウンセラーさんなどを活用して子どものこころのケアに取り組んでおりますし、今後もそういう取組を継続するということでございます。
　それから、こころのケアセンターについては、そういった中で医療的なケアが必要な子どもさんについては、そういうケアセンターのほうにつないでいただくというようなことで考えているものでございます。そして、相互支援をしていくということでございます。

〇細江会長　先ほどもその場所のこともありましたし、あまねく皆さんがやる話と、かなり高度なものを専門的に集中してやるという話はなかなかバランスのとりにくいところですけれども、今のご意見は大体おわかりだと思いますけれども、よろしくということです。
　坂本さん、何か一言言ってください。３法の話を含めて。坂本さん、ではよろしく。

〇岡崎私学・情報公開課長　ちょっとよろしいでしょうか。

〇細江会長　はい。では、そっち。
〇岡崎私学・情報公開課長　すみません。法務学事課の私学・情報公開課長をしています岡崎と申します。先ほどの７ページの24年度主要事業のところの30番の認定こども園整備事業費補助でございますが、これにつきましては24年度、23年度とも、これは当初予算ではゼロでございますけれども、一応補正予算のほうで24年度につきましては３億2,600万円、23年度が6,530万円ほどの措置をしてございまして、現在の制度の中でも認定こども園の施設整備補助につきましては取り組んでいるところでございます。したがいまして、25年度の予算につきましても、24年度の部分がゼロになってございますが、ここの部分には３億2,600万円が入るというふうなことでございまして、先ほどの７ページのところの事業の実施状況のところで、６月補正予算で措置して取り組んでおりますよというふうなことで、現在４園が整備中ということで、現行の制度の中でも認定こども園の整備事業につきましては進めているところでございまして、本県の認定こども園、全体で今21園になってございますけれども、ということでこれが子育て３法の施行というか、本格施行の27年度から新制度へ移行していくというふうなことでご理解をいただければと思います。
　以上でございます。

〇細江会長　ありがとうございます。竹村委員の話は、その３法の対応の予算の話と、それから重点化の話と、２つあったと思いますけれども、よろしく。
　それでは、坂本先生、ひとつそのあたりの実態のところを少しお願いします。
〇坂本委員　幼児教育現場から、これは意見というより要望に近いものになりますけれども、資料７の27ページ、子ども・子育て新制度についてですけれども、これがスケジュールどおり27年度からということになりますと、岩手県で今ご説明あったとおり認定こども園は21カ所です。私も認定こども園にもう既になっていますが、ただ、今現場サイドでは様子見で手を挙げていないというところがあります。それは、総合こども園法案が去年の末で廃案になりましたけれども、それになるのかどうかという見きわめと、ただ一気にここで３党合意で27年度というスケジュールが決まりましたので、これから一気に走り出すというのが現場サイドになります。つまりそのときにですが、子ども・子育て新制度に対する、いわゆる子ども・子育て会議そのものが国のベースでは25年４月１日からなんていって、そこのところから始まっているようでは、もうとても27年に間に合わないのです。現場サイドは、25年ぐらいでもうそういう設置申請をする構えをしませんと、次の年はもう園児募集に入ってしまいますので、いろんな意味でこれ急がなければいけないことになっています。幼稚園、保育所、認定こども園、全てゼロ歳から義務教育就学前までの一貫したということになっていますので、これは大変な制度だというふうに私は認識しているわけでございますけれども、国のほうで４月１日、子ども・子育て会議、これは設置義務でありますと、そこからではとてもではないけれどもと思っているのですが、県の場合、地方自治体の場合には、これは設置義務でなくて努力義務になっていますから、でもぜひ岩手県は絶対にこの会議は設置してほしいという要望が１つと、それからもう一つ、部長さんのお話の中にもあったのですが、この制度そのものは基礎自治体、つまり市町村におりてまいりますので、市町村が実施する形になってきた場合に、かなりニーズ調査、あるいはそこでニーズ計画、行動計画を立てなければいけなくなってきますので、仮に27年度からというペースでまいりますと、とてもではないけれども、急いでほしいなというのが現場サイドなのです。
　そこで、市町村によっては、基礎自治体によっては、国のほう、県のほうの指導を待って、待ってというような声が聞こえてまいりますので、こんなことではとてもではないけれども、27年度このままのペースでいって本当にいけるのかというようなことが我々の現場が今危惧しているところでございますので、ぜひぜひその辺のところは市町村のほうにもその周知徹底してほしいということと、それからぜひこの子育て会議には全部を網羅して、我々幼稚園サイドも入りたいと思っておりますので。そうでなければ、どうも今までの次世代育成支援対策推進法に基づくものだと、割と厚労省、福祉サイドの行動計画になりがちですので、それではとてもではないけれども、次世代を担う教育ということを随分前面に押し出している新法でございますので、ここのところはお酌み取りをいただきまして、ぜひご配慮いただきたいというふうにお願いをいたします。
　以上です。

〇細江会長　ありがとうございます。

　ちょっとその前に、時間もあれですから、市町村、宮古か遠野かどちらかお願いしたいのですけれども、今のお話と関連して。いいですか。
〇佐々木（雅）委員　宮古市です。実際のところ、うちのほうも急がなければならないというのは、そのとおり感じています。ただ、幼稚園さんというのがなかなか今まで市町村と直接かかわりがなかったというところもありまして、宮古市の場合はもともと福祉と関係がありまして、就園奨励費も福祉でやっていましたので、つながりがあるので、そういう話もありまして、前々から幼稚園の園長先生たちとも話をしたりはしていました。急がなければならないなというのはあるのですが、具体的に例えばニーズ調査の項目とか、その辺を早く出してほしいなというのが実際のところの希望です。準備をするにしても、まず予算をとらないと動けないというところもありまして、なるべく早く出てきてほしいなというのがありますので、出てきたときに合わせてすぐ対応できるように内部的には準備を進めたいなというふうに考えておりました。
〇細江会長　ありがとうございます。

　それでは、よろしくお願いします。部長。
〇小田島保健福祉部長　今いただいた坂本委員さんからのご意見、よくわかります。それで、新制度の施行までの主なスケジュールをここに挙げさせていただいたのは、国から３法についての解説が９月に示されたものについて資料として添付しているわけですが、実際に県でどういう形でその作業を進めていかないと間に合わないのかということについて、わかりやすくお示しをする必要があるだろうということで、今回あえてつけさせていただいたものでございます。まだ国のほうから詳細が示されていない状況ではありますけれども、25年度、26年度の作業というのは非常にタイトだというふうに我々も認識しております。したがいまして、このスケジュールがどういうふうに詰めていく中で変わるかわかりませんが、いずれ間に合う形で作業を、これは当然国の動き、それから市町村さんに対するいろんな会議での連携、そして県レベルの会議の設置、こういうものを含め、円滑に進むように取り組んでまいりたいというふうに考えております。よろしくお願いいたします。
〇細江会長　本当に、確かに見ると大変だなと思います。

　大分時間もたってきましたけれども、関係分野で、今の話はもうそれでいいと思うのですけれども、ほかのところで。はい、どうぞ。

〇大村委員　２週間くらい前に内閣府主催の研修に１週間ほど行ってまいりました。困難を有する子ども、若者の相談業務に携わる関係者の研修でした。国内から100名ほど、内閣府が全部費用負担をいたしまして、主に発達障がいと、それからひきこもりにかかわる、向き合っている職員の研修で、100人の中で、今、坂本先生もおっしゃいましたけれども、私は教育委員会からお声がかかって行ったのですが、教育関係者は本当に数えるほどでした。それで、本当に大変な状況になってから、私どももそうですけれども、大変な思いで子ども、若者たちに向き合っているのですが、生育関係から発展してそのような困難な状況に達するわけですけれども、教育と福祉を連携して小さいうちから途切れのない生育支援というか、それがすごく重要だというふうに感じてきた研修でした。ですので、県としても今後せっかくこのような場を設けていただいているので、この29ページの内閣府、文科省、厚労省の関連３法ということもありますし、私もアンケートに内閣府さんに期待することとして、やっぱり教育と福祉を連携しながら子どもを支援していかないと、今の子どもの状況は非常に大変だなと思っています。15年間放課後と休日、特に思春期の子どもを受け入れて、開放しているわけですけれども、去年本当に大変でした。発達障がいの子どもたちもたくさん訪れましたし、あとは精神障がいを持っている17歳、16歳の子どもたちもたくさん来て、そこで相当子どもたち同士のトラブルが絶えなかったので、15年間開設して初めて１カ月間閉所をしながら、スタッフの皆さんとまた新たな気持ちで子どもたちに連日向き合っている現状があります。子どもたちは本当に壊れてきているなと、精神が壊れてきている子どもたちが多くて、それは発達障がいは児童虐待から来るものが多いという専門家の意見をたくさんいただいてまいりましたので、そういう施策について県としてもこの窓口で考えていただければありがたいなと思って、要望でございます。
〇細江会長　ありがとうございます。何か教育界のほう、藤川委員から。ちょっと時間もありませんので、やはり教育関係の方からご意見いただいたほうがいいと思いますので。
〇藤川委員　県の小学校長会の代表で参りました。今のご意見、本当に全く賛成でございます。密接な連携の具体化というところが非常に重要だなと思ってございました。例えば本校児童、昨日だったのです。２年生の児童ですが、学校内でパニック起こしました。それについては、校内体制をとって何とかやれたわけですが、実はこの児童は２週間くらい前に放課後、児童センターで同じようなパニックを起こしていました。そのときに、職員の方が発達障がいの児童に対してどのような対応をすればよいのかということを余りご存じなかったために、事務室に押し込めたのです。ほかのお子さんや、ちょうどお迎えに来た保護者の方々もたくさん目にしてしまいまして、そこで学校としては児童センターの職員の方と発達障がいについて相互に研修をする機会を設けなければならないというふうに、非常に危機感を覚えました。昨日またパニックを学校で起こしましたので、児童センターのほうにすぐに副校長から電話を入れさせまして、経過等を説明し、対応についてこのようにしたらよいのではないかというふうに助言もさせていただいたところです。
　学校現場では、今、非常に特別支援教育について教員の研修ということについては力を入れていただいていますので、本当にだんだん理解も対応の仕方もできるようになってきたのですけれども、そういった接点の部分と申しますか、子どもを線や面で育てていくというところに非常に危機感覚えておりました。
　それから、もう一つの話なのですが、17ページのところに学校への復興支援加配の人数が出てございます。小中学校には194人ということで載せていただいておりますが、今、県の小学校長会、中学校長会は横軸連携ということで、姉妹校として被災地のほうを支援する活動を行ってございますが、そこで被災地のほうの学校の先生から、いわゆる発達障がいのような、ようなです。つまりそういうふうにこころのケアセンターで治療といますか、そういうことを受ける前のグレーゾーンの子どもたち、こういった子どもたちが非常に増えてきていると。重度化、複雑化、全体比率の増加、そしてもう一つは保護者さんもそうであるということがだんだんわかってきて、世代の重複化と言えばいいのでしょうか、何かそういったことが非常に危機だというふうな話を聞いてございます。ですので、保護者さん自身が子どもを連れてそういう相談に行くのは非常にいいケースだと思うのですけれども、そうでなくて悩んでいる、困っているという親御さんと子どもさんがたくさんいる、そのことに気づきもしていない保護者さんもたくさんいるという。そのことに現場の教員はとても困っています。そういったことをぜひお伝えしたいなというふうに思いました。

　それから、昨年度この会でお礼申し上げましたけれども、スクールソーシャルワーカー、学校とそういう福祉関係を結ぶ方を昨年度本校に入れていただきました。本当に助かりました。今年はそういう方がいなくて、学校教育に関してはプロであっても、なかなか福祉関係について私どもは知らないことが多過ぎまして、そういうことを有機的に結んでいただく方を週に１回でも２回でも学校に派遣していただけると非常にありがたいなというふうに思っている次第でございます。
〇細江会長　ありがとうございます。今、連携の話と、さらにいろんな複雑な問題になってきているという話両方ありましたけれども、その件だけに関して、ちょっとご感想というか、対応について何かありましたら、あるいはご検討いただくということでもいいのですけれども、何かあったらお願いします。
〇菅野児童家庭課総括課長　お話がございました発達障がいとの関係についてでございますが、例えばそういった疑いを持たれる子どもさん等に関しましてのご相談をお受けする機関といたしましては、児童相談所におきまして相談を受け付けしております。例えば行動面ですとか、さまざまな問題行動等がある子どもさんがいて、心配された保護者の方、あるいは学校の先生などが相談するケースというのがあるわけですけれども、児童相談所で最初に相談等をお受けして、必要な場合は例えば現在ですと療育センターなどにおきましても発達障がい等の支援を行っておりますので、そういうところでの診断ですとか、あるいはサポート等についてもアドバイスをいただけるというふうなことになっております。したがいまして、まずは児童相談所などにおきましてご相談をいただくというふうなことでもいいのかなと思いますので、ぜひ活用していただければなというふうに思っております。
〇細江会長　今のお話、そのもうちょっと前の話というのがあるというお話がありまして、なかなか緊急的にも対応できるようにやっているところでありますので、連携の話は非常に重要ですので、この会はとてもいい会だと思います。
　もう時間ですけれども、どなたか１人ありましたらお願いします。どうしてもというのがありましたらお願いします。
〇本間委員　すみません、今日はこちらのほうの資料を持ち込んだ岩手労働局でございます。実は、こちらの最後のほうの資料に母性健康管理指導事項連絡カードというものがありまして、いろいろ働きながら健康に出産するための必要な医師からの指示事項を、これは事業所側に伝えるための様式でありまして、産婦人科医会さんと共同で普及に努めているものでございます。つきましては、このカードの提出を受けた場合は、自治体でありましても、これとは別に、これではだめで別途診断書を取ってきてくださいということがなきよう、このカードで必要な連絡が足るというような取り扱いを徹底していただきたいと思います。ちょっとそういうことにはなっていないという情報をお聞きしたものですから、よろしくお願いいたします。
〇細江会長　ありがとうございます。この資料、詳しくご説明いただいたほうがいいと思いますけれども、ちょっと時間もないですから、よく見ていただいて。ありがとうございます。
　ほかにどうしてもということがなければ、今日は私自身はとても活発な議論、あるいは非常に難しいというか、基本的な問題も指摘いただいたことが多かったと思いますので、私はこれで終わりますが、ほかにまだ説明するものあるのでしょうか、資料。お返ししていいのですか。一応私の責任は終わります。
　あと、その他のその他があったらお願いします。

〇小田島保健福祉部長　それでは、時間も過ぎていますので、一言だけ御礼を申し上げたいと思います。
　きょうは、本当に熱心にご議論をいただきましてありがとうございました。いろんなご意見を頂戴をいたしました。今回、こどもケアセンターですとか、あるいは県立療育センターの整備を初めとして、さまざまな施策についてご紹介をさせていただいたところでございますけれども、震災からの復旧・復興はもとより、本県の場合は少子高齢化が非常に進んでございます。そういうことも含めまして、関係機関と連携をしながら取組を進めていくことが非常に重要だと考えてございます。委員の皆様方には、引き続きそれぞれのお立場でいろんな形でご支援、ご協力をいただきたいと思います。今後ともよろしくお願いいたします。本日は本当にありがとうございました。
〇細江会長　私も皆さんのご協力ありがとうございました。
　６　開　会

〇宮野少子化担当課長　それでは、以上を持ちまして平成24年度子育てにやさしい環境づくり推進協議会を終了させていただきます。
　今日は長時間にわたりまして大変ありがとうございました。
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